
民主党マニフェスト

（『民主党政策集ＩＮＤＥＸ２００９』より）

安全チェック機能の強化のため、国家行政組織法第３条

による独立性の高い原子力安全規制委員会を創設するとによる独立性の高い原子力安全規制委員会を創設すると

ともに、住民の安全確保に関して国が責任を持って取り

組む体制を確立します。

民主党提出議員立法

「原子力安全規制委員会法案」

国会に３回提出

１回目 … 平成１２年 ３月１４日 衆議院に提出

２回目 … 平成１４年１１月２６日 衆議院に提出

３回目 … 平成１５年 ６月１１日 衆議院に提出
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原子力安全及び核セキュリティに関する国連

ハイレベル会合における野田総理大臣スピーチ

（2011年9月22日）

日本は、原子力発電の安全性を世界最高水準に高めま

す。既に講じた緊急的な措置に加えて、「規制と利

用」を切り離すべく、原子力安全・保安院を経済産業

省から分離して、来年４月を目途に「原子力安全庁」省から分離して、来年４月を目途に「原子力安全庁」

を創設し、規制の一元化と安全文化の徹底を図ります。
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ＩＡＥＡ安全基準 （GSR Part1 - 2.8）

要件４：規制機関の独立性

規制機関は、…十分な権限及び十分な職員を持たなけ

ればならず、また、十分な財的資源を利用できなけれ

ばならない

規制機関は、変化する政治環境又は経済条件に関係す

る圧力、あるいは、政府各部門又は他の組織からの圧る圧力、あるいは、政府各部門又は他の組織からの圧

力のような、安全を損なう可能性のある如何なる不当

な影響にも左右されないで、独立した規制判断と決定

がなされなければならない。
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ＩＡＥＡ国際専門家調査団報告書

（2011年6月・ウエイトマン報告書）

３．主な所見、結論、および教訓

教訓１６

政府の役割は、確実に適切な法律と規定が定め

られ、…規制機関が実際に事業者およびその他の

機関から独立し、関係当事者からの不当な圧力を

受けないことを保証することにある。受けないことを保証することにある。

これらの役割と責任は、緊急時においても混同

すべきではない。（保安院仮訳）
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2011年6月 ＩＡＥＡ閣僚会議 議長サマリー

【【【【Regulatory Independence】】】】
Regulatory systems need to operate in an environment without political influence and 
undue financial constraints, and regulators should be empowered to make timely safety undue financial constraints, and regulators should be empowered to make timely safety 
decisions. It was recognized that effective regulatory independence is one of the main 
pillars for strengthening nuclear safety.

【規制の独立性】

規制システムは，政治的影響及び不当な財政的制約がな

い環境において機能する必要があり，また，規制者は，

安全に関して時宜に適った決定をするための権限を与え

られるべきである。規制の効果的な独立性は原子力安全

の強化にとって主要な柱の一つであることが認識された。

（外務省仮訳）
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原発規制の独立性の国際比較

国名国名国名国名 米国米国米国米国 フランスフランスフランスフランス 英国英国英国英国

日本日本日本日本

政府案 ３条委員会案

政府からの独立性

独立

（ＮＲＣ）

独立

（ＡＳＮ）

独立

（ＯＮＲ）

政府の

一省庁

独立

（３条委員会）

許認可

（免許）

ＮＲＣ

（原子力規制委員会）

ＡＳＮ

（原子力安全機関）

ＯＮＲ

（原子力規制局）

環境大臣

（委任）

３条委員会規制

政府の一省庁

（原子力規制庁）

危機管理

（オンサイト）

総理

（原災本部長）

危機管理

（オフサイト）

州政府 県 国

総理

（原災本部長）

総理

（原災本部長）
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原災本部の任務における指揮分担のイメージ

原災本部長（総理）の指揮原災本部長（総理）の指揮原災本部長（総理）の指揮原災本部長（総理）の指揮

オフサイト（被災者対応）オフサイト（被災者対応）オフサイト（被災者対応）オフサイト（被災者対応）

自衛隊・消防庁等各政府機関への命令自衛隊・消防庁等各政府機関への命令自衛隊・消防庁等各政府機関への命令自衛隊・消防庁等各政府機関への命令

各種現地本部・会議の設置各種現地本部・会議の設置各種現地本部・会議の設置各種現地本部・会議の設置 各機関への支援要請各機関への支援要請各機関への支援要請各機関への支援要請

汚染調査汚染調査汚染調査汚染調査 健康相談健康相談健康相談健康相談 風評被害対策風評被害対策風評被害対策風評被害対策

広域被害状況の把握広域被害状況の把握広域被害状況の把握広域被害状況の把握 避難指示避難指示避難指示避難指示 災害派遣災害派遣災害派遣災害派遣

自衛隊・消防庁等各政府機関への命令自衛隊・消防庁等各政府機関への命令自衛隊・消防庁等各政府機関への命令自衛隊・消防庁等各政府機関への命令

各種現地本部・会議の設置各種現地本部・会議の設置各種現地本部・会議の設置各種現地本部・会議の設置 各機関への支援要請各機関への支援要請各機関への支援要請各機関への支援要請

汚染調査汚染調査汚染調査汚染調査 健康相談健康相談健康相談健康相談 風評被害対策風評被害対策風評被害対策風評被害対策

広域被害状況の把握広域被害状況の把握広域被害状況の把握広域被害状況の把握 避難指示避難指示避難指示避難指示 災害派遣災害派遣災害派遣災害派遣

オフサイト（被災者対応）オフサイト（被災者対応）オフサイト（被災者対応）オフサイト（被災者対応）

オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）

自衛隊・消防庁等各政府自衛隊・消防庁等各政府自衛隊・消防庁等各政府自衛隊・消防庁等各政府

機関への命令、関係機関機関への命令、関係機関機関への命令、関係機関機関への命令、関係機関

へのへのへのへの支援要請支援要請支援要請支援要請

自衛隊・消防庁等各政府自衛隊・消防庁等各政府自衛隊・消防庁等各政府自衛隊・消防庁等各政府

機関への命令、関係機関機関への命令、関係機関機関への命令、関係機関機関への命令、関係機関

へのへのへのへの支援要請支援要請支援要請支援要請

科学的評価・分析・判断科学的評価・分析・判断科学的評価・分析・判断科学的評価・分析・判断

事業者への命令事業者への命令事業者への命令事業者への命令（炉規法関連）（炉規法関連）（炉規法関連）（炉規法関連）

科学的評価・分析・判断科学的評価・分析・判断科学的評価・分析・判断科学的評価・分析・判断

事業者への命令事業者への命令事業者への命令事業者への命令（炉規法関連）（炉規法関連）（炉規法関連）（炉規法関連）

原子力規制組織による独立指揮原子力規制組織による独立指揮原子力規制組織による独立指揮原子力規制組織による独立指揮

オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）オンサイト（危機回避及び炉の安定冷却等のための応急措置）
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政府案・内閣官房原子力安全規制組織等改革準備室作成
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ＩＡＥＡ基準における「独立性」要件の比較

業務、独立対象

政府案

（規制庁案）

三条委員会案

（国際標準）

△？

業

務

の

独

立

性

権限

△？

（政府の一省庁）

〇

人事

△？

（大臣・内閣が任命）

〇

（国会同意人事、身分保障）

予算

△？

（環境省予算・エネ特）

〇

原発推進

△？

〇

12

独

立

対

象

原発推進

△？

（政府の一省庁）

〇

その他行政

×？

（政府の一省庁）

〇

政治

×？

（政府の一省庁）

〇
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諸外国の原発規制の一元化

国名 米 仏 英

日本

政府案 ３条委員会案

放射線

防護

ＮＲＣ

（原子力規制委員会）

ＡＳＮ

（原子力安全機関）

ＯＮＲ

（原子力規制局）

文科省

３条委員会

核

セキュリティ

原子力規制庁

＋文科省

（同位元素）

オンサイト

危機管理

総理

（原災本部長）

保障措置

ＥＵＲＡＴＯＭ

（欧州原子力共同体）

文科省
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